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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１つ以上の相転移温度を有する材料で形成され、厚み方向に分極された圧電体と、前記
分極された方向と直交する方向の圧電体の両端面に設けられた電極と、を備えた圧電デバ
イスに、
　電界印加手段によって交流電界を発生させることにより振動を生じさせる圧電デバイス
の駆動方法であって、
　前記抗電界の或る温度ｔにおける抗電界をＥｃ（ｔ）、前記温度ｔにおける前記分極さ
れた方向と逆方向の交流電界の振幅をＶＡＣ（ｔ）、前記分極された方向と順方向に前記
バイアス電界として印加される直流電界の絶対値をＶＤＣ（ｔ）とするとき、
Ｅｃ（ｔ）＞ＶＡＣ（ｔ）－ＶＤＣ（ｔ）の関係式を満たすように、ＶＤＣ（ｔ）を設定
し、
　前記圧電体の或る温度ｔにおける圧電定数をｄ（ｔ）、比例係数をＡとするとき、
ＶＡＣ（ｔ）＝ｘ／（Ａ×ｄ（ｔ））の関係式を満たすように、前記温度に応じて前記Ｖ

ＡＣ（ｔ）を設定することによって、所定の変位を得ることを特徴とする圧電デバイスの
駆動方法。
【請求項２】
　前記圧電体は、主成分がチタン酸バリウム、ニオブ酸カリウム、ニオブ酸カリウムナト
リウムのうちのいずれか一つで構成されることを特徴とする請求項１に記載の圧電デバイ
スの駆動方法。
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【請求項３】
　前記圧電材料は、すくなくとも２つの相転移温度を有することを特徴とする請求項１ま
たは２に記載の圧電デバイスの駆動方法。
【請求項４】
　前記圧電デバイスは、超音波モータであることを特徴とする請求項１から３のいずれか
１項に記載の圧電デバイスの駆動方法。
【請求項５】
　前記圧電デバイスは、塵埃除去装置であることを特徴とする請求項１から４のいずれか
１項に記載の圧電デバイスの駆動方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、圧電デバイスの駆動方法に関し、特に超音波振動を利用した超音波モータ、
塵埃除去装置、等に好適に適用することができる圧電デバイスの駆動方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波モータや塵埃除去装置などの振動変位を利用する圧電アクチュエータの、振動の
励起源となる圧電体には、主にチタン酸ジルコン酸鉛が用いられてきた。
しかし、環境に対する意識の高まりから、鉛を含まない非鉛圧電材料の開発が進んでいる
。
このような非鉛圧電材料の一つとして、チタン酸バリウム系の材料が挙げられる。
チタン酸バリウムは、非鉛圧電材料の中でも比較的高い圧電定数を有している。しかし、
チタン酸バリウムには相転移温度が４つ存在し、そのうち１つは室温付近において、低温
から高温に向かって斜方晶から正方晶へと結晶構造が変化する。
そのため、この温度において圧電定数が極大値となり、わずかな温度変化で大きく変化し
てしまう。
したがって、圧電デバイスにチタン酸バリウム等の非鉛系の圧電材料を用いる際には相転
移温度付近において、わずかな温度変化により変位が所望の大きさと大きく異なってしま
うという問題を有している。
【０００３】
　分極された圧電体に、分極と逆方向に一定以上の電界を印加すると分極の符号が反転す
る（すなわち分極の向きが逆転する）が、このときの電場の強さを抗電界と呼ぶ。
チタン酸バリウムでは、この抗電界が比較的低く、抗電界に近い電界又は抗電界以上の電
界を含む範囲の電圧を印加すると、分極が低下する、或いは反転してしまう場合がある。
そのため、特許文献１では交流電界に加え、バイアス電界を印加することで分極反転を起
こりにくくし、さらに擬似的な分極処理を駆動中に行うことによって、分極の低下を抑制
するようにした圧電デバイスの駆動方法が提案されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－６６６５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、鉛系圧電材料、非鉛系圧電材料共に、圧電体の抗電界は温度特性を有し
ており、温度の上昇に伴って抗電界が小さくなり、分極の反転がより起こり易くなるとい
う性質を有している。特に非鉛系圧電材料は鉛系圧電材料と比較して低い温度で分極の反
転のし易さが大きく変化する。このため、チタン酸バリウム等の非鉛系からなる圧電体の
分極と逆方向に印加される最大電界の絶対値を、室温での圧電体の抗電界より小さくなる
ように、一律のバイアス電界を設定した場合、室温と比較して抗電界が小さくなる高温側
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で分極が大きく低下、又は反転する可能性がある。一方で、高温側での抗電界に対応して
高いバイアス電界に設定した場合、抗電界が相対的に大きくなる比較的低温側では過剰な
バイアス電界を印加することになる。したがって、耐圧性の高い回路素子が必要となる。
また、室温付近に相転移温度を有する圧電体の場合、相転移に伴う圧電特性の急峻な変化
が存在し、微小な温度変化によって実際の変位が所望の変位と大きく異なってしまうとい
う課題を有している。
【０００６】
　本発明は、上記課題に鑑み、必要最小限のバイアス電界の印加によって圧電体の分極の
急激な低下、又は反転を抑制することにより耐圧性の小さい回路素子を使用することがで
き、温度変化によっても所定の変位を得ることが可能となる圧電デバイスの駆動方法の提
供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一様態は、１つ以上の相転移温度を有する材料で形成され、厚み方向に分極さ
れた圧電体と、前記分極された方向と直交する方向の圧電体の両端面に設けられた電極と
、を備えた圧電デバイスに、
　電界印加手段によって交流電界を発生させることにより振動を生じさせる圧電デバイス
の駆動方法であって、
　前記抗電界の或る温度ｔにおける抗電界をＥｃ（ｔ）、前記温度ｔにおける前記分極さ
れた方向と逆方向の交流電界の振幅をＶＡＣ（ｔ）、前記分極された方向と順方向に前記
バイアス電界として印加される直流電界の絶対値をＶＤＣ（ｔ）とするとき、
Ｅｃ（ｔ）＞ＶＡＣ（ｔ）－ＶＤＣ（ｔ）の関係式を満たすように、ＶＤＣ（ｔ）を設定
し、
　前記圧電体の或る温度ｔにおける圧電定数をｄ（ｔ）、比例係数をＡとするとき、
ＶＡＣ（ｔ）＝ｘ／（Ａ×ｄ（ｔ））の関係式を満たすように、前記温度に応じて前記Ｖ

ＡＣ（ｔ）を設定することによって、所定の変位を得る圧電デバイスの駆動方法に関する
。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、必要最小限のバイアス電界の印加によって圧電体の分極の急激な低下
又は反転を抑制することにより耐圧性の小さい回路素子を使用することができ、温度変化
によっても所定の変位を得ることが可能となる圧電デバイスの駆動方法を実現することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施例における単板の圧電体を用いた圧電デバイスの図である。
【図２】本発明の実施例における積層圧電体を用いた圧電デバイスの図である。
【図３】本発明の実施例における圧電デバイスの温度と圧電定数、及び印加する交流電界
との関係を表した図である。
【図４】本実施例における室温と高温時に印加する電界の関係を説明する図である。
【図５】本実施例における温度と抗電界と印加するバイアス電界の関係を説明する図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明を実施するための形態を、以下の実施例により説明する。
本発明において、圧電体の分極が急激に低下する、或いは反転する、とは、圧電体に一定
の電界を印加した際に、当該圧電体の変位量が急激に小さくなる、または実質的に０にな
り、圧電体として機能が低下する、又は実質的に機能しなくなることを意味する。
【実施例】
【００１１】
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　図１は、本発明の実施例における２つ以上の相転移温度を有する材料で形成され、厚み
方向の一方向に分極された圧電体と、前記分極された方向と直交する方向の圧電体の両端
面に設けられた電極と、を備えた圧電デバイスの駆動方法を説明する図である。
そして、本実施例の圧電デバイスは、電界印加手段によって交流電界を印加することによ
り振動を生じさせるように構成されている。
また、図１に示すように、圧電体１は図中矢印方向（厚み方向の一方向）に分極されてい
る。
本実施例では、圧電体１はチタン酸バリウムを主成分とする鉛を含まない非鉛圧電材料に
よって形成されている。
また、この分極方向と垂直方向の両端面に、電極２ａ、２ｂが設置されている。電極２ａ
、２ｂは、例えば銀を主成分とする導電性材料で、スクリーン印刷によって形成される。
さらに、直流電源４と交流電源３が電極２ａ、２ｂ間に設置されている。
ここでの圧電デバイスは、単板の圧電体を用いた圧電デバイスであってもよいし、図２の
ように圧電体層５と内部電極６及び外部電極７より構成される積層型の圧電デバイスであ
ってもよい。
【００１２】
　チタン酸バリウムは室温付近にて、低温から高温に向かって斜方晶から正方晶へと結晶
構造が変化するため、その温度を極大点として急激な圧電定数の温度依存性が存在する。
そのため、わずかな温度変化によって変位が大きく変化してしまう。
一般に、圧電振動子の振動変位は、圧電定数と印加電圧の積に比例する。
そこで、或る温度ｔにおける前記圧電体の圧電定数をｄ（ｔ）、圧電体に印加される交流
電界の振幅（０　ｔｏ　ｐｅａｋ値）をＶＡＣ（ｔ）とすると、比例係数がＡである場合
、温度ｔにおける変位ｘは、つぎのように表すことができる。

ｘ＝Ａ×ｄ（ｔ）×ＶＡＣ（ｔ）

そのため、圧電定数ｄ（ｔ）が既知の場合、圧電体の温度を検知し、その温度に応じて交
流電界の振幅を、つぎの関係式を満たすように設定することで、所定の変位ｘを得ること
ができる。

ＶＡＣ（ｔ）＝ｘ／（Ａ×ｄ（ｔ））

　図３は圧電デバイス１の温度と圧電定数８、及び印加する交流電界９との関係を表した
図である。
横軸は温度、縦軸は圧電定数及び電界である。前記印加電圧の決定方法において、圧電定
数８に反比例した振幅の交流成分の電界９を印加することで、温度が変化し、圧電定数が
変化しても、変位を略一定に保つことができる。
例えば、必要な振幅が８Ａだとする。２５℃の場合の圧電定数は８０ｍ／Ｖであるので必
要な交流電界の振幅ＶＡＣ（ｔ）は１００Ｖ／ｍｍに設定する。
また４５℃の場合は圧電定数は５０ｍ／Ｖに減少するので、必要な交流電界の振幅ＶＡＣ

（ｔ）は１６０Ｖ／ｍｍに設定する。
圧電体の温度が上昇し、キュリー温度に近づくにしたがって、上記した分極方向と逆方向
の一定以上の電界により分極が反転する抗電界が減少し、分極が反転しやすくなる。
特に、チタン酸バリウム系の圧電体ではキュリー温度が１３０℃付近に存在するためにこ
の程度が大きい。
そこで或る温度ｔにおける、抗電界をＥｃ（ｔ）、圧電体に印加する分極された方向と逆
方向の交流電界の振幅をＶＡＣ（ｔ）、圧電体の分極と順方向にバイアス電界として印加
する直流電界の絶対値をＶＤＣ（ｔ）とするとき、つぎの関係式が成り立つようにＶＤＣ

（ｔ）を設定する。
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Ｅｃ（ｔ）＞　ＶＡＣ（ｔ）－ＶＤＣ（ｔ）

これによって、必要最小限のバイアス電界の印加により、分極の反転を抑制することがで
きる。
【００１３】
　図４は、本実施例における室温と高温時に印加する電界の関係を説明する図である。横
軸は時間、縦軸は電界である。
図４における上方向が、分極と順方向の電界である。
前記ＶＤＣ（ｔ）の決定方法により、２５℃付近ではバイアス電界１４（１０Ｖ／ｍｍ）
を印加することで、印加電界を１０とし、分極と逆方向の最大電界の絶対値がこの温度で
の抗電界１２（５０Ｖ／ｍｍ）よりも小さくなるように設定されている。
これによって、分極の反転を抑制している。また温度が４５℃まで上昇した場合、抗電界
が１３（３０Ｖ／ｍｍ）まで減少する。このときさらに圧電定数の低下を補償するために
交流電界の振幅ＶＡＣ（ｔ）が大きく設定される。このため、２５℃時よりもさらに大き
なバイアス電界１５（６０Ｖ／ｍｍ）を印加することで、印加電界を１１とし、同様に分
極の反転を抑制している。
【００１４】
　図５は本実施例における温度と抗電界と印加するバイアス電界の関係図である。
横軸は温度、縦軸は電界である。前記のＶＤＣ（ｔ）の決定方法により、０℃から４５℃
に温度上昇する場合、抗電界１６は６０Ｖ／ｍｍから３０Ｖ／ｍｍまで低下する。
分極と逆方向の最大電界の絶対値１８が抗電界１６よりも小さくなるようにバイアス電界
１７を印加する。このような手法により、温度上昇に伴う抗電界の低下に合わせ、バイア
ス電界を印加することで、分極反転を抑制することができる。前記バイアス電界１７を印
加する期間は、理想的には、分極と逆方向の最大電界の絶対値１８が抗電界１６よりも小
さくなるように印加することが好ましい。しかし、抗電界を一瞬でも超えたら、必ず分極
が反転するという性質ではないことから、分極が大きく低下、又は反転しない範囲で分極
と逆方向の最大電界の絶対値１８が抗電界１６を超える瞬間が存在しても良い。例えば、
消費電力を抑制するため、或いは簡易な制御回路で制御する等の設計の自由度を確保する
等のために、バイアス電界１７を間欠的に印加することもできる。
また低温時においては余分なバイアス電界を印加しないことで耐圧性の小さい回路素子の
使用が可能となっている。
このように、本実施例の構成によれば、交流電界における分極された方向と逆方向の電界
の絶対値が、抗電界よりも小さくなるように、温度変化に伴う前記抗電界の変化に合わせ
てバイアス電界を印加することが可能となる。
また、温度上昇による抗電界の低下以外にも、所望の変位を得るために交流電界の振幅を
大きくした場合でも、同様の手法でバイアス電界を決定することによって、分極の急激な
低下又は反転を抑制できる。
【００１５】
　本実施例における圧電デバイスを構成する圧電体の主成分は、チタン酸バリウムに限ら
れるものではない。
２つ以上の相転移温度を有する圧電体材料であればよく、例えば、ニオブ酸カリウムやニ
オブ酸カリウムナトリウム等であってもよい。
これらの圧電体材料を用いた圧電デバイスの駆動方法においても、上記と同様の手法によ
り、分極の急激な低下又は反転を抑制しつつ、所望の変位を得ることが可能である。
【符号の説明】
【００１６】
１：圧電体
２ａ、２ｂ：電極
３：交流電源
４：直流電源
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５：圧電体層
６：内部電極
７：外部電極
８：圧電定数
９：印加する交流電界
１０：室温での印加電界
１１：高温時の印加電界
１２：室温での抗電界
１３：高温時の抗電界
１４：室温でのバイアス電界
１５：高温時のバイアス電界
１６：抗電界
１７：印加するバイアス電界
１８：分極と逆方向の最大電界の絶対値

【図１】 【図２】
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【図５】
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